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１．「（仮称）ふくい市民活動センター」設置の時代背景 
～協働が開く新しい地域社会を目指して～ 

 

（地方の独自性） 

平成１２年に施行された「地方分権一括法」は、地方が決定すべきことは地方自らが決定するという、

いわば地方自治本来の姿の実現を志向している。そして今まさに、国・地方を通じて行財政改革の真っ

只中にある。つまり、効率的でスリムな行政を実現し、そこに住んでいる人々に最も身近な市町村が、

より主体的に個性豊かなまちづくりを進めていこうという方向性だ。それは、これまでとは違い国に依

存した地方自治からの転換であり、地方の独自性を活かし、市民の力が試される時が到来していること

でもある。まさしく、市民や行政の質が問われる地域間競争の時代だといっても過言ではない。 

 

（複雑化する地域課題） 

 いっぽう地域社会が抱える課題は、身近な環境問題や自然生態系の急速な汚染と破壊、少子高齢化社

会の到来、防災や地域安全への不安といった生活密着型から市町村合併や都市計画、高度の産業・情報

技術革新などグローバル化する政策課題まで多岐にわたる。また、個人生活の価値観を重視するライフ

スタイルの多様化により、行政施策に寄り添ってまちづくりに寄与してきた地域住民組織も変貌を余儀

なくされている。これまでの行政手法では複雑化する地域課題に充分に対応できないばかりでなく、産

業優先、集団優先で行政に依存してきたあり方からも、脱皮することを求められているのである。 

 

（市民活動団体の台頭） 

こうした課題にこれまでの画一的な行政サービスですべてに対応することは、もはや困難であるし、

また公共は行政の独占領域ではない。市民活動やＮＰＯを指す市民セクターもまた、行政・企業のセク

ターに加わる第３のセクターとして公共サービスを提供する存在だろう。言い変えれば、社会の課題を

人ごととはしない、同じまちに住み、今をともに生きている仲間の課題として捉え直して行動する市民

たちである。それは地域社会を拓く住民自治の担い手たちであり、公共の課題に積極的に参画する主体

的な市民グループである。 

 

（協働を軸としたまちづくり） 

福井市は、第５次総合計画の基本理念として「市民と行政が連携・協働し、責任を共にする市民参画

のまちづくり」を掲げ、平成１６年３月には「福井市市民協働の推進及び非営利公益市民活動の促進に

関する条例」（略称「福井市市民協働条例」）を制定した。社会的な問題解決に向けて自ら考え行動する、

そういった市民層が厚くなり広くなることが協働の土台であろう。 

しかしながら、協働は緒についたばかりでお互いに未熟な作業を繰り返している現状も否めない。協

働は、お互いの組織文化を変革させる行動原理であり、協働のプロセスにおいて、学び、育ち、そして

ともに変わるという意識と姿勢を持ち合うことで市民と行政の距離を近づけていく。行政との協働のみ

ならず、企業や市民活動・ＮＰＯ・地域住民組織との協働もまた、異質なものの融合や関係性によって

生み出されるエネルギーとなり、そこに共感と新しい価値を創造することが期待される。 

市町村合併によって誕生する新しい福井市のまちづくりが、公益を担う主体的な市民参加の領域を広

げ、深め、行政との積極的な協働を軸に展開される時代であることを認識したい。 
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２．「（仮称）ふくい市民活動センター」の必要性と施設の基本的な考え方 
 

（１）必要性「協働のプラットフォームをめざして」 

  市民の自由で主体的な多岐にわたる活動は、ＮＰＯ法人であれ市民活動団体やその他の活動であ

れ、その多くはボランティア、公民館活動、地域活動など活動による区分けをせずに自発的な団体

として行動をしている。それは、活動を通して地域社会に何らかの貢献をすることを目的としてい

るからであるが、行政の縦割りに組み込まれたり、活動自体も個別的、分野別の枠に留まっている

る場合も多い。 

福井市は、これらの市民活動団体を協働の良きパートナーとして捉え、その活動を総合的に促進

する拠点施設をすべての市民に開かれた「プラットフォーム」（以下４つの視点）として早期に設

置すべきである。利用者が活動の種類によって施設・場所を選択することなく、気軽に活動ができ

る場としての拠点が求められていると言えよう。 

① 市民自らが公共的課題や地域の問題に「出会い」「学び」「気づき」「育ち」「担う」場 

② 市民活動の裾野を広げ、運営のスキルアップとサポートによる質的向上が育まれる場 

③ 活動が分野を超えて課題解決に向き合う仕組みを創造する場 

④ 行政の部局や担当課を横断的につなぐ役割として多様な協働によるまちづくりを推進する場 
        

（２）施設の基本コンセプト 

  設計の基本的なコンセプトは、誰もが安心して利用でき、気軽に立ち寄れるユニバーサルデザ 

インとする。施設整備にあたっては福井県福祉のまちづくり条例、およびそれに基づいた施設整備

マニュアルを参照されたい。(※ハートビル法・ユニバーサルデザインについては別紙添付資料参照) 

健康増進法第２５条に基づき環境に配慮して施設内は禁煙、ゴミは持ち帰るものとする。また、

公共交通の利用が容易であらゆる交通手段を使って誰もが来ることのできる条件や、協働の場とし

て行政機関と近隣であることも加味して、中心市街地に設置することが望ましい。 

近年、空洞化が顕著なＪＲ福井駅周辺の活性化と賑わいづくりにも少なからず寄与するものと考

えられる。 

 

（３）既存施設・機関との関係 

すでに触れているように、「（仮称）ふくい市民活動センター」（以下センター）は、市民が地域

課題に積極的に関わっていく様々な協働の場として位置づけられている。しかも利用にあたっては、

個人や団体を問わず、活動団体の種類や性格も問わないフレキシブルな利用が可能な拠点施設と考

えている。また、センターの運営は柔軟な発想が期待できる民間の活力を取り入れる。そこは、人

のつながりが創り出す心の交流、情報の交流、スキルの交流を礎にまちづくりを担う人が育つ場で

あり、市民自らが公的サービスを提供する場でもある。福井県・福井市の類似施設や地域の施設と

の違いや関連を言うまでもなく、センターの持つミッション、それに添った役割と機能は全く新し

い発想に立っている。そこから、いきいきとした市民活動が生まれ、発展することの成果は、予想

がつかないと言われる未来を切り拓く力そのものであろう。 
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３． 「（仮称）ふくい市民活動センター」の運営方針 

（民間による運営） 

センターの設置は、市民活動が自ら存立・存続・発展していくための社会的な基盤整備であり、

協働のまちづくりの推進施策でもある。センターが、行政のもとで運営されることは、市民活動が

本来もっている自由で先駆的な柔軟性を損ねることが懸念されるばかりでなく、市民活動団体に行

政への依存体質をもたらすことにもなりかねない。また、市民活動は、縦割りの行政に当てはまら

ず横断的であり、地域に密着し市民参加を直接的に行っている。こうした市民活動の特性からして

も行政が協働のために出会いの場をつくることは容易ではない。一般企業・行政から独立した立場

の中間支援組織がつなぎ役として協働の糸口をつくり、効果的な協働事業をコーディネートするこ

とが必要になる。そのためには、行政の仕組みや制度も熟知している“ひと”の存在も不可欠であ

ろう。 

センターの運営にあたっては、インターンシップや企業からの派遣協力、ボランティアの参加な

どを含め、多分野の市民活動団体の理解と協力も欠かせない。さらに、組織運営のマネジメントや

分野を超えての情報交換や交流など市民が気軽に何でも相談できる雰囲気づくりも民営の大きな

メリットである。 

 

（これまでの経緯） 

福井市は、２０００年（平成１２年）からの「市民活動セミナー」を皮切りに市民活動への理解

を深め、交流とスキルアップを中心とした事業を市民活動団体へ委託して実施してきた。 

平成１６年に施行された「市民協働条例」策定のプロセスもまた、市民に開かれた先進的な取り

組みとして全国的にも評価されている。このように今日まで一貫して市民活動の基盤整備を協働の

視点から捉え、推進している福井市の状況からも、センターの運営がＮＰＯと行政の協働によって

行われることが自然な流れであり、効果的な事業運営が期待できる。 

 

（指定管理者制度による公募） 

２００３年９月から改正地方自治法が施行され、新たに指定管理者制度が導入されていることに

より、「公の施設」を企業やＮＰＯなど幅広い民間団体に指定して管理運営ができるようになってき

た。民で行えるものは民で行う民間活力の導入である。 

地域社会の担い手となる市民活動をサポートし、活動を活性化させる環境づくりを進め、行政・

企業・市民との協働の場を創り出すことをミッションに活動しているＮＰＯ法人（中間支援組織）

がセンターの運営を担うことが最も相応しい。 

市内に主たる事務所を置き、中間支援をミッションとした市民活動団体を公募により選考されたい。

その際、市内のＮＰＯ法人がＪＶ（ジョイントベンチャー）型コンソーシアム（共同体）としての応

募も可能とする。いくつかのＮＰＯ法人が協働してセンターの運営を担うことは、それぞれの団体の

特性やネットワーク、運営のノウハウなど得意分野を効果的に活かせるものと考える。 
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（施設の管理・運営に対する評価） 

指定管理者として選定されたＮＰＯの理事会または運営委員会が施設の管理・運営に責任をもつこ

とになるが、公設民営で管理・運営が行われる場合、センターの利用者の声を反映し、それを生かす

第三者機関の仕組みを運営の形態に組み込んでおく必要がある。また、市民協働条例に基づき設置さ

れた市民協働推進委員会もこの施設の管理・運営について意見を述べられるものとする。 

 

中間支援ＮＰＯ法人と公設市民活動センターの関係 

 
 

公設市民活動センター 

ＮＰＯ法人 ＮＰＯ基金 
                 情報収集・提供 

  講師派遣         運営・法人設立等相談業務     活動の場の提供 

  出版事業           コンサルティング機能        作業室の機能 

  物品・備品支援         人材の育成           会議室・研修室 

  政策提言         ネットワーク・交流事業        スモールオフィス 

  ＮＰＯショップ     ボランティアコーディネート     倉庫機能・湯沸かし室 

 調査・研究         市民協働のサポート 

                   

 

 

 

  

４．「（仮称）ふくい市民活動センター」の機能 

 
センターを利用者する人の立場に立った、必要と思われる役割と機能を下記の６項目に分け、  

設置理由とともに整理した。必要備品については、添付資料②参照。 

（１）交流の場（フロア）の提供 

（２）情報収集・提供の機能 

（３）事務機能の提供 

（４）付属機能 

（５）市民活動の運営サポート 

（６）調査・研究機能と事業評価 

 

（１）交流の場（フロア）の提供    

交流フロアは、利用者が自由に出入りできる場として重要な位置づけになる。利用上のルール 

はあっても、活動の癒しのスペースとして活かされる。そこでは、利用者が多様な活動団体と新た

に出会い、交流を図ることにより、自らの活動の社会的資源とニーズをつかみ団体運営に反映する

ことができる。交流スペースは、活動の打合せや数人でのミーティング、団体同士の情報の交換等

に予約なしで自由に使える空間として設置する。 
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稼動式でパーツ利用が可能な椅子・机を数種類置き、 コード配線が障害にならないように床に

埋め込み式のコンセントを配置し、施設内での「無線インターネット」の利用にも対応する。   

また、個人的なワーキングスペースとしても利用可能であり、使用機材は持ち込み可とするが、セ

キュリティは最大限の配慮をする。 

① パソコンコーナーの設置  

交流コーナーに常設のパソコン２台を設置し、インターネット検索や文書作成に対応する。 

 

② ミーティングスペースの設置  

少人数での打ち合わせやミーティングに予約なしで利用できるコーナーを設置する。 

 

③  オープンカウンターとミニキッチンの設置        

社会人の活動は、仕事を終えてからの時間帯も多い。 

みんなで軽食をとりながらの打合せや活動の合間の 

コーヒーブレイクにも利用できる。  

いわゆる湯沸かし室の機能をもったコーナーとする。 

Ａ．オープンカウンターの下にミニキッチン 

（ＩＨクッキングヒーター）を置く。         

Ｂ．カウンター内に、会議室や交流フロアで自由に使用できる食器棚（急須、湯飲み、ポッ

ト等）とお弁当や軽食を温めることができる電子レンジ等を備える。 

 

④ ベビールームの設置  

おむつの交換台や授乳時の間仕切りの機能を持つ。センターが中心市街地に位置すること 

からセンター利用者以外の利用者にも対応できる。 

 

⑤ メールボックスの設置 （７ページ⑤参照） 

 

（２）情報収集・提供の機能 

市民活動にとって「情報の収集・提供」は極めて重要であり、継続的な情報の発信と享受の場と

して、情報スペースはセンターの中枢を担う。おもに、市民の社会貢献活動に関する県内外の情報

や各関係機関との連携によって収集・蓄積した密度の高い情報機能を持つワンフロアーのゾーンと

して位置する。また、ＩＴ関連機器の利用も含めた「人がつなぐ確かな情報ネットワークの充実」

は、市民活動をはじめ行政や企業の専門性や領域を超えて連携・協働の推進役を担う場となるだろ

う。 

これまで、福井市や社会福祉協議会、公民館などに分散した情報・ツール等を一元化して拠点施

設に集約することによりワンストップで対応できる情報ステーションとして利用者の利便性を図

る。「協働」の相手としてお互いがつながるためには、それぞれの活動内容の把握は欠かせないも

のであり、正確な旬の情報の提供源が必要だろう。 

 

みやま町民交流館カウンター 
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① 関連機関等の情報収集と図書コーナー  

全国・県内のＮＰＯ情報、全国の市民活動センター情報、国・県・各市町村別関連行政資料、

都道府県別情報誌等の各関連機関等情報をおく。また、販売委託期間限定で、県内外における各

種団体等の発行する情報誌や事業結果報告書、その他の図書・冊子の販売コーナーをおく。図書

コーナーとして関連の専門図書等も揃える。図書の貸し出しについては、期間・冊数を限定の上

貸し出し可能とする。また、関連機関等の情報誌や専門図書は、活動の為の参考資料として力を

発揮する。 

 

② 助成金情報の収集・提供  

市民活動団体にとっての財務運営においては、会費、寄付、事業収入や助成金・補助金等運

営資金の調達と経営能力が重要である。活動の発展と継続のために多様な資金確保への情報提

供は不可欠な機能である。市民活動団体が必要とする資金調達情報として、企業や助成財団・

関係機関などからの助成金交付に関しての情報を収集し、これらを随時提供する。  

情報内容を分野ごとに分類し、募集期間についてもわかりやすく掲示する。また、助成金申

請書等の記入についての相談や、事業結果報告書作成のための助言もする。  

 

③ 新聞・雑誌・チラシ等の情報の収集・保存・提供   

Ａ．情報掲示板（両面）にはＮＰＯ・市民活動関連の最新情報を掲示する。これらの掲示につ

いては、車椅子目線での設置にも配慮する。 

Ｂ．毎日の新聞数紙について、ＮＰＯ・市民活動関連記事を切り抜き１７分野ごとにファイル

保存し、閲覧可能とする。 

Ｃ．ＮＰＯ・市民活動関連の雑誌を定期購読し、ラックにより開示する。 

Ｄ．行政からの協働についての企画提案等の募集を開示する。 

Ｅ．以下のようなその他情報についても、ラックにより開示する。 

ａ 市民活動団体が主催する様々なイベント・講演会・セミナーの告知チラシ等。  

ｂ ボランティア・職員募集などの情報。 

ｃ その他の関連情報 

 

④ ＮＰＯ等の情報の収集・保存・提供    

「ＮＰＯ団体・分野別ファイル」には団体・活動分野別の情報を個別にファイルし、各団体の

広報誌・新聞掲載記事も蓄積した資料として置く。「活動は情報の旬からはじまる」と言われるよ

うに、本センターは多様な最新情報を活動の力として活かせるような機能が必要とされる。利用

者の「知りたい」気持ちと、団体の「伝えたい」気持ちをつなげるツールとしてこのような「日

常の市民活動情報ライブラリー」の常設により、利用者がいつでも知りたい時に自由に閲覧可能

であるようにする。  
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⑤ メールボックス（私書箱）・団体別配布ボックスによる情報の収集・提供   

個々の事由により、私宅を事務所に出来ない場合を考慮して、センターにメールボックス・

団体別配布ボックスを設置する。下記Ａ、Ｂ二種類が必要と考えるが、兼用可能なメールボック

スがあればそれで対応する。 

Ａ．メールボックスは、利用団体宛ての郵便物や他団体の情報などを受け取ることができる私

書箱的な機能を持つものであり、事務局所在地として明示することが出来る。使用期間を

定め有料とし、各利用団体と施設で合鍵を持ち管理する。  

Ｂ．団体別配布ボックスは、利用団体が行う活動の情報交換を手助けする出し入れ自由な文書

箱的な機能を持ち、郵便料金の節約にもなる。なお、利用頻度も考慮しながら団体を選択

することが望ましい。 
 

⑥ ＩＴ環境整備による情報の収集・提供  

インターネット上の情報にアクセスして、広範囲の情報を入手することはこれからの市民活

動において重要である。「人がつなぐ確かな情報のネットワーク」を充実させるためにインター

ネットで市民活動に関する情報を入手することができ、文書作成・修正などにも利用できる。 

なお、視覚障がい者への対応として、音訳・点訳サービスに加えアクセシビリティに配慮する。 

そのためにも交流コーナー(２台)、情報コーナー(１台)、相談コーナー(１台)、音訳室(１台)、

事務スペース（５台）にＩＴ環境（パソコン）の整備が必要である。 
  

（３）事務機能の提供 

①  作業室の設置  

活動のための情報源としての印刷設備の機能は欠くことができない。多機能の印刷機材は、各

団体では高価であり設置場所の問題等も考慮すると購入しにくい場合が多い。そこで、活動経費

の削減の支援として、各種印刷・製本機材を以下Ａ～Ｇの要件を考慮して整備する。また、利用

者が共に作業をする場を持つことで、他の団体との新たなコミュニケーションが期待できる。 

Ａ．活動に関するチラシや会議資料、情報誌、会報などを印刷することができる。用紙・消耗品

については利用者の持込みを原則とする。  

Ｂ． 多人数での印刷物等の製本やその他の作業のためのカッター版付作業台を設置する。また、

印刷以外の簡単な作業(例 看板つくり等)に対応して作業室のスペースは、ゆとりあるもの

とする。 

Ｃ．印刷機は、モノクロと多色刷りの２種類を置く。使用料金については、実費程度(製版・印刷・

マスター・インク代)の料金設定とし、領収書が出るプリペードカードでの精算機を備える。 

Ｄ．丁合い機で、印刷した資料を一度にセットできるようにする。 

Ｅ．紙折り機は、自動でＡ３までの紙を２つ折り、３つ折りに折り込めるものとする。 

Ｆ．資料の製本のための機材として、裁断機・大型パンチ・大型ステープラー・電動ステープ

ラー等を備える。 

Ｇ．ポスターや看板用印刷等に対応した大型インクジェットプリンタを設置し、実費程度の使

用料金を設定する。 
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② 小会議室（１室）・ 多目的スペース（１室）の設置  

団体の打ち合わせや会議、広く市民を対象にしたセミナーや講演会、ワークショップ・講座等

の場として設置する。センターが授乳室・音訳室などを備え、ユニバーサルデザインに配慮した

施設であることから、多目的研修室も障がい者を対象にした講座や乳幼児から高齢者まで多彩な

企画が可能になる。また、小ホールとしても利用できることから市民活動フェスタやＮＰＯメッ

セのようなイベントを行うメイン会場としても対応できる。 

Ａ．会議室・多目的研修室は、完全予約制で有料とし、管理運営する。 

Ｂ．多目的研修室は、稼動式仕切りの機能を備え自由な区切りを持つことで多種多様な利 

用価値が生まれる。小ホールとしての併用も可能にするために、多目的スペース内に机・

椅子・平台・演台等備品の収納庫スペースを確保する。 

Ｃ．会議室・多目的研修室には、スキャナー付ホワイトボート、音響設備を置く。 

Ｄ．多目的研修室には、スクリーンとビデオ、パソコンに対応できるプロジェクターを置く。

プロジェクターは有料とする。 

 

③ 音訳室の設置  

視聴覚障がい者は入手できる情報の範囲も狭くなりがちである。情報コーナーで得られる資料

の対面音訳や録音、団体の活動記録を録音したテープを文字や点字に起こしたりできる作業スペ

ースとしても活用する。 

Ａ．音訳室は防音構造とし、情報弱者になりがちな視聴覚障がい者への情報提供に対応する。 

Ｂ．ビデオ編集ができるパソコン及びテープ録音機材を置く。  

Ｃ．プライバシーの配慮が必要な相談内容である場合、相談室としても利用する。 

Ｄ．静かな場所が必要な聴覚障がい者との相談にも利用する。 

 

④ 倉庫室の設置   

事務所を持たないで活動している市民や団体等のための設備として、活動資料を保管できる倉

庫は利便性を持つ。いつでも、自分たちの活動に必要な材料が揃うことで、個人の所有の負担も

減らすことができる。利用は期間とスペースを決めて年間の使用料金を設定する。 

Ａ．団体の専有保管庫として、消耗品や資料などを保管できるロッカー(大・小)を置く。 

Ｂ．看板、パネル、ポスターなどの大型の物品などを保管できる棚を置く。 

 

⑤ センターの管理・事業運営業務のための事務スペース  

Ａ．壁面に書類保管庫、相談カウンター、パソコン（相談カウンターに１台・事務局スペース

に５台）その他事務に必要な什器備品を整備する。 

Ｂ．職員の休憩室を設け、更衣室と兼用するために職員用ロッカーを設置する。 
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（４）付属機能 

① 多目的トイレ   

公共の施設の目的として、多様な利用者に対応できる機能が    

必要とされる。ユニバーサルな感覚での設備は障がいのあるな 

しにかかわらず、誰もが気持ちよく利用することができる。 

Ａ．多目的トイレは、 障がい者・子ども・内臓疾患者・ 

妊婦・高齢者等の使用に柔軟に対応できる設備を持つ。 

Ｂ．男女のトイレに「おむつの交換台」「ベビーキープ」を設置する。 

Ｃ．それ以外のトイレについても、ユニバーサルデザインを考慮し設置する。 

 

② 専用駐車場等の確保 

多様な利用者のことを考えて、公共交通の利便性や交通弱者への配慮が必要である。これは、

公共交通の利便性の重視をしているものの、車中心の社会を考えると専用駐車場は必須であろう。    

Ａ．あらゆる交通手段を使って誰もが利用できる条件が必要とされ、そのための利用者専用駐

車場・屋根付の駐輪場を確保する。 

Ｂ．車椅子専用駐車場は屋根付で入り口近くとし、移動の際のバリアーを可能な限り小さくす

る配慮が望まれる。 

Ｃ．他の駐車場利用（パーク＆ライド）も考えて、施設の場所がコミュニティバス、路線バス

の経路であること、そしてバス停の近くに施設があることが望ましい。 

 

（５）市民活動の運営サポート 

センターは、市民活動団体間の中継地点や仲介の場として機能するばかりでなく、育成・支援の

場であるとともに行政各課からの協働に関する相談窓口としての役割も担う。サポート内容の一例

としてリユースの什器備品を収集し、市民活動団体に提供したり、ＮＰＯ基金など総合的に寄付を

集め助成する支援のメニュー等が考えられる。 

市内の分野を超えた市民活動のネットワークの形成により、ＮＰＯに関わる法的な諸問題や市民

活動全体にかかる諸課題に対応するゆるやかな交流や連携を図る。また、分野が重なる市民活動団

体の共通課題に対応するネットワーク化も促進する。多様な分野の出会いにより、互いに補完しお

互いにエンパワーされ、地域課題解決に向けた協働の推進になるだろう。 

 

① 相談コーナーの常設 

Ａ．窓口業務として、活動の相談を受ける相談員をおく。職員は市民活動に関する質問や相談、 

施設の利用に関する疑問点などを、窓口・電話・メール等にて気軽に相談を受ける。 

Ｂ．「一般的相談」として市民活動団体の運営におけるＮＰＯの基礎会計・源泉徴収・青色申 

告社会保険等の諸手続きについての相談窓口となる。 

Ｃ．「専門的相談」として組織運営上生ずる会計・労務の不安や疑問を税理士や社会保険労務 

士に個別相談を受けることができる。 

富山県民ボランティア総合支援

センター 多目的トイレ 
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Ｄ．コミュニケーションカードやホームページで利用者と施設の「気づいたこと・感じたこと」 

を交換し合いそれを公開掲示で回答することで利用者全体への相談内容の共有化を図る。 

 

② 講座の開設  

      Ａ．ＮＰＯや市民活動の現場では、人材がいちばん求められる。リーダーが育つことにより、 

市民活動の質も自ずと高まるものであることから組織をマネジメントできる人材の育成

を図る。また、組織には属さないボランタリーな市民へも要望にそって派遣や団体へのマ

ッチングを図ることで市民活動への出発点となる。既存の団体や新たな団体の立ち上げ、

そして個人の自発的な参加を含めて、多様な講座・ワークショップ・体験等のメニューを

企画し提供する学びの場としての役割が必要だろう。 

Ｂ．会計・税務・労務手続きについてはそれぞれのケースに即したアドバイスが必要とされる。

「ＮＰＯ法人設立相談」「認定ＮＰＯの手続き」「ＮＰＯの会計入門」や「年金と社会保険の 

基礎」といった専門的な講座の開設が考えられる。 

 

③ センター事業の広報  

センターのホームページの充実やメールマガジンでの発信、センター広報紙等による情報の

提供、その他各関係機関ともリンクで結び、旬の情報の収集や提供に努める。 

 

（６）調査・研究機能と事業評価 

事業の評価（まとめや振り返り）は次へのステップであり、その手法や評価システムについて

も研究が必要である。正当な評価はセンターとしての信頼を得るためにも重要なところである。

また、地域課題の整理や市民ニーズの調査など市民活動のデータ集積に基づいた政策提言も新た

なプログラムの開発につながる。 

 
 

５．「（仮称）ふくい市民活動センター」の管理運営体制 

（１）事務局体制 

センターの事務局は、 

＊市民活動に関する情報の収集と提供 

＊市民活動に関する相談 

＊市民活動に関する講座等の実施 

＊市民活動に関する広報 

＊センターの施設・設備・備品の管理及び供用 

の業務を担い日常的に実務を行うことから、常勤のセンター長（事務局長）１名と職員（事務局

員）４名以上の配置は必要と考える。センター長は、経験に裏打ちされた高度な専門性が求めら

れ、職員のうち２～３名は市民活動の現場経験、または同様の職種の経歴が必要だろう。公益的

な社会貢献団体の現場で働きたい意欲的な若者の雇用も人材育成と将来性の観点から２～３名

の雇用が望ましい。 
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職員は週４０時間を上限とした勤務とし、時間差によるローテーションを組み開館時間に対応す

る。質・量ともに高度な情報サービスと充実したプログラムを提供し、どんなことでも気軽に相談

できる体制づくりは、まさにセンターの顔としてそこで働く職員に負うところが大きい。事務局は

センター職員（以下職員）として指定管理者が雇用することになるが、指定管理料のうち相当分が

人件費であることも考慮されたい。市民から愛されるセンターに“ひと”の存在こそ重要であると

の認識に立ち、働きがいのある報酬を提示すべきであろう。人件費の総額見込みは、おおむね１８

００万円~２０００万円とする。 

 

（２）運営経費 

センター運営にかかる経費は、福井市からの指定管理料、施設・設備・備品の使用料収入、講座

等の事業収入、および出版物の販売手数料等をもってこれに充てる。経費は、人件費・光熱費・管

理委託費（清掃・警備）・消耗品費・講座謝金・備品購入費・修繕費・印刷費・研修費・通信費・

リース料（パソコン、印刷機、コピー機など）・保険料などが考えられる。軽微な修繕は運営経費

の中から対応するが、施設の改装や構造にかかわる破損や故障については、市と相談する。 

 

（３）施設の利用にあたって 

会議室・多目的スペース、メールボックス、倉庫室の棚やロッカー、印刷機、コピー機、音訳室

のビデオ編集機能つきパソコン、プロジェクター、音響機器（増設分）は使用料金を設定する。設

備や備品の破損修理代金は利用者負担とする。なお、施設を利用する市民活動団体に登録制を設け、

これら使用料金の減免措置を講ずる。登録団体は、年間登録料（会費）を支払うものとする。また、

この施設の設置目的にそぐわない利用は、これを認めない。 

 

（４）開館時間と休館日 

開館時間は、午前９時から午後１０時までとし、職員による相談業務は、午後７時までとする。

なお、日曜日の閉館時間は午後６時とする。年末年始と月１回の休館日を設ける。職員は、この休

館日を事務局の全体ミーティングの日として出勤するものとする。 

 

（５）出版物の販売 

市民活動団体の発行する出版物は、期間と数量を決めて相談カウンターに設けた販売コーナーで、

委託販売できる。その売り上げの１０％をセンターの販売手数料とする。 

 

 

６．「（仮称）ふくい市民活動センター」の施設名称とロゴマーク 

  センター設置の周知もできることから、施設の名称とロゴマークは、広く一般に募集する。  

11



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



京
都
市
民
活
動
総
合
セ
ン
タ
ー

大
阪
Ｎ
Ｐ
Ｏ
プ
ラ
ザ

な
ご
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ｎ
Ｐ
Ｏ
セ
ン
タ
ー

富
山
県
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
総
合
支
援
セ
ン
タ
ー

上
越
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー

施
設
の
設
立
運
営

公
設
民
営
（
社
協
管
理
）

公
設
民
営

公
設
民
営

公
設
民
営

（
行
政
管
理
）

公
設
民
営

運
営
組
織
の
決
め
方

委
託
先
を
公
募

行
政
と
協
議
機
関
で
決
定

指
定
管
理
者
制
度
に
よ
り
応
募

行
政
と
協
議
機
関
で
決
定

行
政
の
み
で
決
定

社
協
と
の
活
動
の
ち
が
い
福
祉
以
外
の
分
野
の
活
動
に
も
幅
広
く
対
応
す
る
こ
と
。

福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
個
別
ニ
ー
ズ
に
つ
い
て
の

対
応
は
行
わ
な
い
。

な
し

福
祉
以
外
の
分
野

Ｎ
Ｐ
Ｏ
向
け
に
も
視
点

全
て
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
の
支
援
で
あ
っ
た
が
、

近
年
は
そ
の
違
い
も
な
く
な
っ
て
き
て
い
る
。

今
後
の
方
向
性
と
し
て
社
協
は

個
人
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
支
援
、

当
セ
ン
タ
ー
は
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
組
織
支
援

と
い
う
形
に
な
っ
て
い
く
の
で
は
な
い
か
。

な
し

利
用
時
間

平
日
９
：
０
０
～
２
１
：
３
０

土
・
日
・
祝
　
９
：
０
０
～
１
７
：
０
０

休
館
日
　
年
末
年
始
　
毎
月
第
３
火
曜
日

火
曜
日
～
金
曜
日
　
９
：
１
５
～
２
１
：
４
５

月
・
土
・
日
・
祝
日
　
９
：
１
５
～
１
８
：
１
５

平
日
９
：
０
０
～
２
１
：
３
０

土
・
日
・
祝
　
９
：
０
０
～
１
７
：
０
０

休
館
日
　
年
末
年
始
・
毎
週
月
曜
日

平
日
・
土
９
：
０
０
～
２
１
：
０
０

日
・
祝
　
９
：
０
０
～
１
７
：
０
０

休
館
日
　
毎
週
月
曜
日

８
：
３
０
～
２
２
：
０
０

ス
タ
ッ
フ
の
い
る
時
間
帯
９
：
０
０
～
１
７
：
０
０

施
設
の
広
さ

６
５
７
．
５
８
㎡

記
入
な
し

３
４
１
．
０
５
㎡

約
２
7
０
㎡
（
共
用
ス
ペ
ー
ス
約
６
0
㎡
）

２
２
０
㎡
　

設
備
に
つ
い
て

ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
ル
ー
ム
　
２
部
屋
　
１
２
人
と
３
０
人
収
容

料
金
無
料
　
備
品
（
マ
イ
ク
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
タ
ー
・

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ス
キ
ャ
ナ
ー
付
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
）

1
2
名
か
ら
6
0
名
の
大
小
会
議
室
を
7
室
（
8
形
態
）

1
4
4
名
の
ホ
ー
ル
を
1
室

会
議
室
　
１
２
名

集
会
室
　
３
６
名
　
研
修
室
　
１
３
０
名

大
会
議
室
　
５
室
　
４
５
～
６
９
人

小
会
議
室
　
３
室
　
２
７
人
～
３
６
人
　
（
全
て
共
用
）
大
会
議
室
　
１
室
　
１
５
６
㎡
　
７
２
人
収
容
　
料
金
無
料

備
品
（
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
）

１
日
の
平
均
利
用
者
数
１
日
平
均
４
０
０
人

（
全
体
の
利
用
者
の
６
割
が
こ
こ
に
集
ま
っ
て
い
る
。
）

平
均
　
２
０
５
人

０
４
年
度
合
計
７
５
０
０
７
人

約
１
３
０
人

２
１
人

０
４
年
度
合
計
　
約
６
０
０
０
人

２
９
人

午
前
１
０
人
　
午
後
９
人
　
夜
間
１
０
人

Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

関
連
図
書

６
０
０
冊

各
セ
ン
タ
ー
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
行
政
等
の

各
種
報
告
書
・
情
報
誌
　
多
数

各
セ
ン
タ
ー
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
行
政
等
の

各
種
報
告
書
・
情
報
誌
　
多
数

約
７
０
０
冊

５
６
冊
　
　
（
ビ
デ
オ
２
３
巻
）

Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体
活
動
フ
ァ
イ
ル
県
内
　
４
０
０
団
体

全
国
２
０
０
団
体
（
う
ち
支
援
セ
ン
タ
ー
１
６
０
団
体
）

全
国
各
地
　
約
３
０
０
団
体

６
８
５
団
体

フ
ァ
イ
ル
は
な
い
が
６
７
０
団
体
が
登
録

県
内
１
２
０
団
体

情
報
収
集
の
方
法

窓
口
・
郵
送
・
Ｅ
－
ｍ
ａ
ｉｌ

持
ち
込
み
、
送
付
　
等

持
ち
込
み
、
送
付

持
ち
込
み
、
送
付

イ
ベ
ン
ト
掲
示
板
を
設
置
し
て
い
る
の
で
、

各
団
体
の
イ
ベ
ン
ト
情
報
が
集
ま
る
。

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
募
集
コ
ー
ナ
ー
も
併
設

情
報
の
発
信
方
法

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
・
Ｆ
Ｍ
ラ
ジ
オ
・
郵
送
Ｄ
Ｍ

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・
情
報
誌

配
架
、
部
分
的
に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・
地
元
新
聞
掲
載

情
報
ス
ペ
ー
ス
で
の
工
夫

登
録
団
体
は
団
体
フ
ァ
イ
ル
を
作
成
し
開
架
で
き
る
。

発
送
コ
ス
ト
軽
減
の
た
め
料
金
受
取
人
払
い
の
封
筒
を
提
供
。

団
体
情
報
の
他
に
も
新
聞
の
ク
リ
ッ
ピ
ン
グ
、
助
成
金
情
報
、

企
業
の
社
会
貢
献
活
動
レ
ポ
ー
ト
な
ど
も
収
集
し
、
開
架
し
て
い
る
。

Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
他
の
セ
ク
タ
ー
と
の
連
携

協
働
の
相
談

１
階
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
推
進
セ
ン
タ
ー
）

１
階
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
企
業
活
動
推
進
セ
ン
タ
ー
）

２
階
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
政
策
研
究
所
）

に
て
、
各
種
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
組
ま
れ
て
い
る
。

ラ
ッ
ク
に
よ
る
情
報
ス
ペ
ー
ス
の
有
効
活
用

グ
ル
ー
プ
化
・
ジ
ャ
ン
ル
化

参
加
募
集
の
締
切
日
を
ポ
ス
ト
イ
ッ
ト
に
貼
付
し
て

わ
か
り
や
す
く
な
っ
て
い
る
。

様
々
な
場
所
に
分
野
別
の
情
報
が
多
数
掲
示
さ
れ
て
い
る
。

掲
示
ボ
ー
ド
は
両
面
活
用
し
、
見
せ
る
工
夫
が
見
ら
れ
る
。

相
談
コ
ー
ナ
ー
の
内
容

相
談
に
つ
い
て
は
、
窓
口
・
電
話
・
メ
ー
ル
等
で
随
時
受
付
。

全
て
の
職
員
が
相
談
対
応
を
行
う
。
相
談
内
容
は
記
録
化
し
、

セ
ン
タ
ー
長
・
副
セ
ン
タ
ー
長
が
チ
ェ
ッ
ク
し
て
い
る
。

会
計
や
労
務
に
関
す
る
専
門
的
な
相
談
に
つ
い
て
は
、

月
１
回
予
約
制
で
専
門
家
に
よ
る
相
談
事
業
を
行
っ
て
い
る
。

中
間
支
援
組
織
が
多
数
入
居
（
７
団
体
）

し
て
い
る
た
め
、
個
々
の
取
り
組
み
が
あ
る
。

運
営
評
議
会
を
作
り
、
１
年
更
新
で
各
組
織
の

成
果
を
評
価
し
て
い
る
。

Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
関
し
て
、
何
で
も
幅
広
く

か
つ
、
専
門
相
談
も
可
能

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に
関
す
る
相
談
及
び
、

情
報
の
収
集

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
（
平
成
１
６
年
度
１
５
９
件
）

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
設
立
相
談
（
〃
８
件
）

そ
の
他
様
々
な
相
談
（
〃
１
４
３
件
）

①
市
民
活
動
拠
点
施
設
ア
ン
ケ
ー
ト
ま
と
め
　
施
設
版
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京
都
市
民
活
動
総
合
セ
ン
タ
ー

大
阪
Ｎ
Ｐ
Ｏ
プ
ラ
ザ

な
ご
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ｎ
Ｐ
Ｏ
セ
ン
タ
ー

富
山
県
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

総
合
支
援
セ
ン
タ
ー

上
越
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー

事
務
局
体
制

　
非
常
勤
の
役
員
　
  
  
  
  
 １
６
人

　
常
勤
の
有
給
ス
タ
ッ
フ
  
　
 １
４
人

　
非
常
勤
の
有
給
ス
タ
ッ
フ
　
　
２
人

　
常
勤
１
４
人
、
非
常
勤
２
人
で
４
８
２
５
万
円

　
常
勤
有
給
ス
タ
ッ
フ
　
１
名

　
非
常
勤
有
給
ス
タ
ッ
フ
　
３
名

　
常
勤
５
名
　
非
常
勤
６
名

　
計
１
１
名
で
１
６
０
０
万
円

　
常
勤
役
員
　
　
　
　
１
人
　
　
１
０
０
０
万

　
非
常
勤
役
員
　
 ２
２
人

　
常
勤
有
給
ス
タ
ッ
フ
　
　
４
人
　
２
１
４
０
万

　
非
常
勤
有
給
ス
タ
ッ
フ
 １
人
　
　
２
０
０
万

　
常
勤
役
員
　
　
　
　
１
人
　
　
９
６
万

　
非
常
勤
役
員
　
 　
１
人

　
常
勤
有
給
ス
タ
ッ
フ
　
　
６
人
　
１
２
０
万

　
非
常
勤
有
給
ス
タ
ッ
フ
 ２
人
　
　
５
０
万

収
支
状
態

（
昨
年
度
）

　
収
入
　
７
１
５
５
万
円

　
事
務
委
託
費
　
７
１
５
５
万
円

　
収
入
　
約
７
２
０
０
万

　
施
設
管
理
収
入
　
約
２
６
０
０
万

　
補
助
金
収
入
　
　
 約
４
６
０
０
万

　
収
入
　
指
定
管
理
料
　
　
２
２
０
０
万
円

　
　
　
　
　
そ
の
他
収
入
　
　
  
１
７
０
万
円

　
支
出
　
人
件
費
　
　
　
　
  
１
６
０
０
万
円

　
　
　
　
　
そ
の
他
支
出
  
  
  
７
７
０
万
円

　
収
入
　
　
　
　
　
５
５
９
７
万
円

　
事
業
収
入
　
　
　
　
　
６
万
円

　
事
務
委
託
費
 ５
５
９
１
万
円

　
収
入
　
　
 　
　
　
２
１
８
３
万
円

　
　
会
費
　
　
　
　
　
 ４
２
１
万
円

　
　
事
業
収
入
　
　
 ８
５
４
万
円

　
　
事
務
委
託
費
　
４
７
６
万
円

　
　
助
成
金
  
  
  
　
  
  
８
２
万
円

　
　
寄
付
金
  
  
  
　
  
  
  
 ２
万
円

　
　
繰
越
金
  
  
  
 　
 ２
９
１
万
円

　
　
そ
の
他
  
  
  
  
  
　
 ５
７
万
円

問
題
点

 支
援
セ
ン
タ
ー
を
運
営
し
て
い
く

 力
量
の
あ
る
ス
タ
ッ
フ
の
発
掘
と
育
成

　
記
入
な
し

　
活
動
資
金
が
不
足
し
て
い
る
。

　
事
業
経
費
に
回
せ
ば
、
人
件
費
が
か
か
る
。

　
公
的
施
設
の
管
理
ル
ー
ル
の
制
限
が
あ
り
、

　
有
料
事
業
に
限
界
が
あ
る
。

  
活
動
を
進
め
て
い
く
上
で
適
切
な

  
必
要
な
情
報
が
入
手
で
き
な
い
。

　
活
動
し
て
い
る
場
所
が
狭
い

　
駐
車
場
及
び
各
団
体
へ

　
貸
し
出
し
で
き
る
物
置
が
欲
し
い

企
業
と
の

協
働
内
容
 フ
ォ
ー
ラ
ム
の
企
画
・
運
営
（
資
金
面
＋
人
材
面
）

 Ｆ
Ｍ
ラ
ジ
オ
番
組
の
企
画
運
営
（
資
金
面
）

 
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
他
の
セ
ク
タ
ー
と
の
連
携
/
協
働
の
相
談

 
１
階
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
推
進
セ
ン
タ
ー
）

 
１
階
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
企
業
活
動
推
進
セ
ン
タ
ー
）

 
２
階
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
政
策
研
究
所
）

 
に
て
、
各
種
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
組
ま
れ
て
い
る
。

　
今
後
の
連
携
を
希
望
し
て
い
る
。

　
昨
年
度
一
度
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
実
施

 社
会
貢
献
意
欲
を
持
っ
た
企
業
と
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
の

 コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
役
を
果
た
し
て
い
き
た
い
。

　
地
元
新
聞
社
に
週
１
回
４
ペ
ー
ジ
を
も
ら
い
、

　
広
告
料
を
も
ら
っ
て
い
る
。

　
パ
チ
ン
コ
の
余
り
玉
を
寄
付
し
て
も
ら
う
。

支
援
内
容
の

順
番

　
１
．
情
報
サ
ポ
ー
ト
機
能

　
２
．
活
動
相
談
と
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能

　
３
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
サ
ポ
ー
ト
機
能

　
４
．
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
サ
ポ
ー
ト
機
能

　
５
．
研
究
調
査
と
シ
ン
ク
タ
ン
ク
機
能

 
各
種
中
間
支
援
組
織
が
入
居
し
て
い
る
た
め
、

 
全
て
の
機
能
が
行
わ
れ
て
い
る
。

　
研
究
調
査
と
シ
ン
ク
タ
ン
ク
機
能
以
外
、

　
ま
ん
べ
ん
な
く
行
っ
て
い
る
。

　
研
究
調
査
と
シ
ン
ク
タ
ン
ク
機
能
以
外
、

　
ま
ん
べ
ん
な
く
行
っ
て
い
る
。

　
１
．
情
報
サ
ポ
ー
ト
機
能

　
２
．
活
動
相
談
と
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能

　
３
．
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
サ
ポ
ー
ト
機
能

　
４
．
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
サ
ポ
ー
ト
機
能

　
５
．
研
究
調
査
と
シ
ン
ク
タ
ン
ク
機
能

①
市
民
活
動
拠
点
施
設
ア
ン
ケ
ー
ト
ま
と
め
　
運
営
版
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京
都
市
民
活
動

総
合
セ
ン
タ
ー

大
阪
Ｎ
Ｐ
Ｏ
プ
ラ
ザ

な
ご
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

Ｎ
Ｐ
Ｏ
セ
ン
タ
ー

富
山
県
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

総
合
支
援
セ
ン
タ
ー

上
越
市
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー

ワ
ー
ク
コ
ー
ナ
ー

１
部
屋
　
2
2
.3
5
㎡

紙
折
機
　
裁
断
機
　
丁
合
機

１
０
０
円
／
１
原
稿

紙
は
持
ち
込
み

1
部
屋

裁
断
機
　
シ
ュ
レ
ッ
ダ
ー

大
型
パ
ン
チ
・
大
型
ス
テ
ー
プ
ラ
ー

中
綴
じ
用
ス
テ
ー
プ
ラ
ー

電
動
ス
テ
ー
プ
ラ
ー

１
部
屋

印
刷
機
・
丁
合
機

紙
折
機
・
事
務
用
具
等

1
部
屋

紙
折
機
・
丁
合
機
・
印
刷
機

1
部
屋
　
1
2
㎡

カ
ッ
テ
ィ
ン
グ
マ
ッ
ト

ペ
ー
パ
ー
カ
ッ
タ
ー

交
流
コ
ー
ナ
ー

有
り

机
・
椅
子
（
８
人
が
け
３
つ
）

（
４
人
が
け
３
つ
）

有
り
（
4
人
が
け
の
テ
ー
ブ
ル
2
つ
）

有
り

1 約
３
０
人

1 ６
㎡
（
８
人
）

情
報
コ
ー
ナ
ー

有
り

（
壁
面
に
情
報
を
貼
り
付
け
）

１
階
　
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
ト
施
設

２
階
　
中
間
支
援
組
織

３
階
　
会
議
室

有
り

有
り

1 ７
㎡

受
付

有
り

カ
ウ
ン
タ
ー
（
４
人
が
け
）

相
談
コ
ー
ナ
ー
含
む

有
り
（
各
入
居
団
体
も
含
む
）

有
り

有
り

1 ３
６
㎡
（
２
人
）

メ
ー
ル
ボ
ッ
ク
ス

7
2
（
シ
ュ
ー
ズ
ボ
ッ
ク
ス
を
活
用
）

3
0
1
,0
0
0
 円
／
年
度

（
登
録
団
体
の
み
使
用
可
）

な
し

7
2

2 ６
６
団
体
使
用

ロ
ッ
カ
ー
（
大
）

2
4

ロ
ッ
カ
ー
（
小
）

使
い
道
が
あ
ま
り
な
い
→
3
6

コ
ピ
ー
機

2
（
７
円
／
１
枚
）

1
（
1
0
円
／
1
枚
）

1
（
1
0
円
／
1
枚
）

1 １
０
円
／
１
枚

1 １
０
円
／
１
枚

印
刷
機

黒
・
２
色
各
１
台

製
版
代
５
０
円

印
刷
１
円
／
１
枚

黒
・
3
色
刷
各
1
台

黒
・
製
版
代
5
0
円

色
・
製
版
代
1
0
0
円
（
１
円
／
１
枚
）

1 マ
ス
タ
ー
代
／
１
版
6
0
円

　
 イ
ン
ク
代
／
1
0
0
枚
に
つ
き
2
0
円

1 １
０
０
円
／
１
原
稿

1 1
枚
2
円
（
紙
持
込
）

パ
ソ
コ
ン
コ
ー
ナ
ー

計
６
台
（
各
コ
ー
ナ
ー
に
2
台
設
置
）

（
ワ
ー
ク
・
パ
ソ
コ
ン
・
情
報
）
コ
ー
ナ
ー

な
し
（
登
録
団
体
の
み
使
用
可
）

2
1

1 ３
㎡
（
１
人
）

ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド

ス
キ
ャ
ナ
ー
付
き
３
台

通
常
の
も
の
３
台

各
会
議
室
に
設
置

１
　
会
議
室
に
設
置

集
会
室
に
は
黒
板
有
り

3
1

給
湯
室
（
食
器
棚
）

有
り

レ
ン
ジ
等
調
理
器
具
有
り

給
湯
室
は
各
階
に
あ
る

記
入
な
し

有
り

職
員
用
給
湯
室

有
り

２
ヶ
所

展
示
パ
ネ
ル

1
0
枚
～

テ
ー
マ
毎
に
分
類

イ
ベ
ン
ト
・
セ
ミ
ナ
ー
等

期
日
の
お
知
ら
せ
有
り

 Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
企
業
、
行
政
問
わ
ず

市
民
活
動
に
関
す
る
イ
ベ
ン
ト
案
内

Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
関
係
機
関
か
ら
集
ま
っ
た

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
イ
ベ
ン
ト

研
修
・
助
成
金
等
の
情
報
案
内

Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
関
係
機
関
か
ら
集
ま
っ
た

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
イ
ベ
ン
ト

研
修
・
助
成
金
等
の
情
報
案
内

2
枚
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
関
係
機
関
か
ら
集
ま
っ
た

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
イ
ベ
ン
ト

研
修
・
助
成
金
等
の
情
報
案
内

音
訳
ル
ー
ム

※
専
門
機
関
で
な
い
と

　
 設
置
が
難
し
い

※
専
門
機
関
で
な
い
と

　
 設
置
が
難
し
い

※
専
門
機
関
で
な
い
と

　
 設
置
が
難
し
い

1
部
屋

※
専
門
機
関
で
な
い
と

　
 設
置
が
難
し
い

そ
の
他

Ｓ
Ｏ
Ｈ
Ｏ
（
８
ブ
ー
ス
）
月
5
0
0
0
円

郵
便
集
配
ボ
ッ
ク
ス

電
子
レ
ン
ジ

郵
便
集
配
ボ
ッ
ク
ス

イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ブ
ー
ス

2
7
ブ
ー
ス
／
月
1
.6
万
円

特
に
な
し

給
湯
室
（
職
員
用
）

廊
下
・
階
段
の
壁
面
全
て
に

手
す
り
が
配
置
さ
れ
て
い
る
。

ハ
ン
ガ
ー
か
け

更
衣
室
（
2
）
・
給
湯
室
（
2
）

ト
イ
レ
（
3
）

無
線
室
・
シ
ャ
ワ
ー
室

（
災
害
時
用
）

①
市
民
活
動
拠
点
施
設
ア
ン
ケ
ー
ト
ま
と
め
　
設
備
版

１
ロ
ッ
カ
ー
／
１
ヵ
月
2
0
0
円

4
8

1
2
７
２
団
体

1
2
5
,0
0
0
 円
／
年
度

（
小
さ
い
サ
イ
ズ
）
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場所 機能 　　　　　備品明細　　※は使用料金有。

交流の場(フロア）
稼動式机，　稼動式仕切り
椅子，　自動販売機

パソコンコーナー
パソコン（２台），　机・椅子
無線ＬＡＮ，　埋め込み式コンセント

ミーティングスペース 机・椅子，　稼動式仕切り

オープンカウンターとミニキッチン
カウンターテーブル，　食器棚
ポット，　電子レンジ，　冷蔵庫
ＩＨクッキングヒーター，　その他必要な備品

ベビールーム おむつ交換台，　広めの荷物棚，　子ども用椅子

メールボックス・団体別配布ボックスの
情報の収集・提供

※メールボックス，　配布ボックス，　鍵

関連機関等の情報収集と図書コーナー 本棚，　市民活動関連書籍

助成金情報の収集・提供 助成金情報誌，　掲示板

新聞・雑誌・チラシ等の情報の
収集・保存・提供

ＮＰＯの情報の収集・保存・提供

ＩＴ環境整備による情報の収集・提供
　パソコン(１台)，　机・椅子，　スキャナー
　カードリーダー，　その他必要なソフト

作業室 印刷・製本等作業をするスペース

※印刷機，　※多色刷り印刷機，　※コピー機
※大型インクジェットプリンター
※Ａ４(Ａ３)インクジェットプリンター
※ラミネーター(フィルム代)，　丁合い機
紙折り機，　裁断機，　大型パンチ
大型ステープラー，　電動ステープラー，
作業台，　プリペードカード精算機

小会議室
会議のためのスペース
１８人～２１人収容　(有料)

机・椅子　ホワイトボード　　　

多目的
　スペース

団体の多目的な用途に合わせ活動するスペース
１００人～２００人収容　(有料)

机・椅子　スキャナー付ホワイトボード
音響機材　マイク　スクリーン
平台・演台　収納庫　※プロジェクター

音訳室 録音・個室相談機能　(一部有料)
机・椅子　防音設備　※編集機材
※パソコン（１台）※ビデオ編集ソフト

倉庫室 倉庫室　(有料) ロッカー（大・小），　整理棚

休憩室 センター職員の休憩・更衣のためのスペース 職員用ロッカー，　机・椅子

相談コーナー
受付カウンター，　椅子
パソコン(１台)，　郵便集配箱

管理・運営のための事務スペース
机・椅子，　パソコン（５台），　稼動式仕切り
書類保管庫，　その他事務に必要な什器備品

多目的トイレ 呼び出しベル，　手すり，　車椅子用姿見，　荷物棚

駐車場
駐車場利用案内板，　利用証
駐輪場，　車椅子用屋根付駐車場

新聞ラック，　本棚，　チラシ用ラック
レターケース，　固定掲示板，　移動式掲示板

その他
付属機能

②「（仮称）ふくい市民活動センター」必要備品一覧

情報コーナー

事務スペース

交流コーナー
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大項目 中項目 内容 細項目 面積

交流の場(フロア）

交流フロアは、利用者が自由に出入りできる場として重要な位置づ
けになる。利用上のルールはあっても、活動の癒しのスペースとし
て活かされる。そこでは、利用者が多様な活動団体と新たに出会
い、交流を図ることにより、自らの活動の社会的資源とニーズをつ
かみ団体運営に反映することができる。交流スペースは、活動の打
合せや数人でのミーティング、団体同士の情報の交換等に予約な
しで自由に使える空間として設置する。

交流テーブル3組想定

パソコンコーナー
交流コーナーに常設のパソコン２台を設置し、インターネット検索や
文書作成に対応する。
また、個人的なワーキングスペースとしても利用可能である。

オープンカウンターと
ミニキッチン

 社会人のおもな活動時間は、仕事終了後とされる。
みんなで軽食をとりながらの打合せや活動の合間のコーヒーブレイ
クにも利用できる。
いわゆる湯沸かし室の機能をもったコーナーとする。

ミーティングスペース
少人数での打ち合わせやミーティングに対応するコーナーを設置
する。

ミーティングテーブル2組 37.25

ベビールーム
おむつの交換台や授乳時の間仕切りの機能を持つ。センターが中
心市街地に位置することからセンター利用者以外の利用者にも対

7.66

メールボックス

活動拠点を持たない団体にとっては、事務局所在地として明示す
ることが出来る。センター事務局が文書等を抱えこまなくなり、会員
同士の情報の共有化が図れる。また、連絡文書箱としても活用が
できることから、郵便料金の節約にもなる。

市民活動関連情報コーナー

助成金情報コーナー

新聞・雑誌・チラシ等情報コーナー

ＮＰＯ等情報コーナー

メールボックス

ＩＴ環境

作業室

活動のための「情報源」としての印刷設備の機能は欠くことができ
ない。多種機能の印刷機材は、団体では高価であり設置場所の問
題等も考慮すると購入しにくい場合が多い。そこで、活動経費の削
減の支援として、各種印刷・製本機材を常備する。また、利用者同
士が共に作業をする場を持つことで、会員同士や他の団体との新
たなコミュニケーションが期待できる。

・モノクロ・多色刷り印刷機：各一台
・丁合い機：１台
・紙折り機Ａ３)
・製本機材
・作業用PC：２台

22.00

音訳室

視覚障がい者すべてが点字を読めるわけではないので、入手でき
る情報の範囲も狭くなりがちである。情報コーナーで得られる資料
の対面音読や録音、団体の活動記録を録音したテープを文字や
点字に起こしたりできる作業スペースとしても活用する。

机並列に二つ

8.54

倉庫室（ロッカー室）

事務所を持たないで活動している市民や団体等のための設備とし
て、活動資料を保管できる倉庫は利便性を持つ。いつでも、自分た
ちの活動に必要な材料が揃うことで、個人の所有の負担も減らすこ
とができる。利用は、機関とスペースを決めて年間の使用料金を設
定する。

Ａ．団体貸ロッカー
Ｂ．大型の物品保管棚 (スチール書架)

34.73

小会議室 １８～２１人用

36.88

多目的スペース １０８人用 可動仕切り

205.02

収納庫
42.47

事務スペース
相談コーナー

事務局員４人、事務局長１人想定
相談カウンター(３座席程度)

46.06

更衣室、休憩コーナー センター職員の更衣・休憩のためのスペース 7.40

多目的トイレ
公共の施設の目的として、多様な利用者に対応できる機能が必要
とされる。ユニバーサルな感覚での設備は障害のあるなしにかかわ
らず、誰もが気持ちよく利用することができる。

多目的：1

一般トイレ
男小：３　大：２
女性：４

通路 32.57
玄関 21.15

645.77

専用駐車場

多様な利用者の現状では、公共交通の利便性や交通弱者への配
慮が必要とである。公共交通の
利便性の重視をしているものの、車中心の社会を考えると、専用駐
車場は必須

車椅子専用：2台
職員･講師用3台

駐輪場 20台程度

機能配置
ゾーニング

情報収集
提供機能

会議・研修
の場

21.88

87.36

34.80

合計面積

③施設概要一覧

センターの中枢を担う。主に、市民の社会貢献活動に関する県内
外の情報や各関係機関との連携によって収集積した密度の高い情
報機能を持つ。福井市や社会福祉協議会、公民館などに分散した
情報・ツール等を一元化して集約することによりワンストップで対応
ができる情報のステーション。また、継続的な情報の発信も大きな
役割である。

情報収集　図書コーナー

交流
コーナー

団体の打ち合わせや会議、広く市民を対象にしたセミナーや講演
会、ワークショップ・講座等の場として設置する。センターが授乳
室・音訳室などを備え、ユニバーサルデザインに配慮した施設であ
ることから、多目的研修室も障がい者を対象にした講座や乳幼児
から高齢者まで多彩な企画が可能になる。また、小ホールとしても
利用できることから市民活動フェスタやＮＰＯメッセのようなイベント
を行うメイン会場としても対応できる。

ワーク
スペース
機能

管理・運営・
事務機能

その他の
施設

交流の場

情報収集
の場 ﾜｰｸｽﾍﾟｰ

ｽ

会議･研修の場

管理
運営
事務

口

その他
WC,baby

：利用者の動線
：職員の動線
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④
セ
ン
タ
ー
の
イ
メ
ー
ジ
平
面
図

 

資
料
③
の
施
設
概
要
一
覧
表
に
基
づ
き
施
設
概
要
を

 
イ
メ
ー
ジ
図
で
表
し
た
も
の
で
あ
る
。

 

17



 

資
料
③
の
施
設
概
要
一
覧
表
に
基
づ
き
、
施
設
概
要
を

 
イ
メ
ー
ジ
図
と
し
て
表
し
た
も
の
で
あ
る
。

 

⑤
セ
ン
タ
ー
の
イ
メ
ー
ジ
鳥
瞰
図

 

18



⑥ユニバーサルデザイン                                  

「ユニバーサルデザイン」は、１９９０年アメリカの故ロバート・メイス氏によって提

唱されました。ノースカロライナ州立大学デザイン学部ユニバーサルデザインセンター

を創設し、後にユニバーサルデザインの手引書とも言える「ユニバーサルデザインの 7

原則」を発表しました。 

 建築家であり工業デザイナーであった彼は自身も身体に障害を持つ立場から、それま

でのバリアフリーデザイン概念の問題点を見直し「すべての人のためのデザイン」を提

案したのです。この「ユニバーサルデザイン」を提唱するにあたり、年齢・能力・人生

の状態に関わりなくすべての人にとって製品や建築環境すべてが、美しく、できるだけ

広い領域で利用しやすいものであるように設計するという考え方を表明しています。 

原則１ 公平な使用への配慮 

誰にでも使用しやすいこと（使いやすい・買いやすい） 

原則２ 使用における柔軟性の確保 

好みや能力に応じて自由に使えること 

原則３ 簡単で明解な使用法の追求 

使い方が簡単で直感的に分かること 

原則４ あらゆる知覚による情報への配慮 

使い手の環境条件に関係なく、情報を伝えることができる 

原則５ 事故の防止と誤作動への受容 

思いがけない意図しない行動によって起こされる危険を最小限にすること 

原則６ 身体的負担の軽減 

からだに負担なく快適に自由に使えること 

原則７ 使いやすい使用空間（大きさ・広さ）と条件の確保 

体格、姿勢、使用状況に関係なく、使いやすい大きさと空間があること 
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⑦ハートビル法 
 

○ ハートビル法  

 ハートビル法とは、高齢者や身体障害者等が円滑に利用できる建築物の建築の促進を図ること

を目的として、 平成6年に制定された「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の

建築の促進に関する法律」の略称である。 

この法律は、不特定多数の者が利用する建築物を建築する者に対し、障害者等が円滑に建築

物を利用できる措置を講ずることを 努力義務として課すものである。  

○ 法律の目的  

 本格的な高齢化社会が身近になってきた現在、高齢者や障害者の自立と社会参加を促進するた

めに、不特定多数の者が利用する公共的な性格を持つ建物について、高齢者や障害者等が円滑 

に利用できるよう措置を講ずることにより、 良質な建築物のストックを高めることを目的とする。  

○ 法律の骨子  

１ デパート、スーパーマーケット、ホテル等の不特定多数の者が利用する建築物（特定建築物

という。）の建築主（特定建築主という。）は、建物の「出入口」「廊下」「階段」「トイレ」などにつ

いて、高齢者や障害者等が円滑に利用できるような措置を講じるよう努めなければならない。 

 ２ 高齢者、身体障害者等が特定建築物を円滑に利用できるようにするための措置に関する技

術的な基準として「基礎的基準」と「誘導的基準」を定める。 

 ① 基礎的基準 

 高齢者や身体障害者等の利用を阻害している特定建築物の障壁を除去する基準 

 ② 誘導的基準 

    高齢者や身体障害者等が特段の不自由なく特定建築物を利用できる基準 

３ 都道府県知事は、指導、助言、改善命令を行うことができる。また誘導的基準を達成している

事を認定する事務を行う。 

 ① 特定建築主に対して指導、助言、改善命令を行う。 

 ② 特定建築物の誘導的基準に適合した優良な計画について認定を行う。 

４ 認定建築物への支援措置 

 ① 公益的施設を含む建築物については、公益的施設に至る経路の部分についての          

補助制度がある。 

 ② 所得税、法人税の割増償却措置が可能である。 

 ③ 政府系の中小企業金融公庫などの融資制度が利用可能である。 

 ④ 新築あるいは既存の認定建築物に対して、建築基準法の特例措置がある。 

５ 特定建築物の種類 

      ① 病院、診寮所  ② 劇場、観覧場、映画館、演芸場  ③ 集会場、公会堂 

      ④ 展示場 ⑤ 百貨店、マーケットその他物品販売業を営む店舗  ⑥ ホテル、旅館 

        ⑦ 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センター等  

⑧ 体育館、水泳場、ボーリング場、遊技場   ⑨ 博物館、美術館、図書館 

⑩ 公衆浴場   ⑪ 飲食店  ⑫ 理髪店、クリーニング取次店、質店、貸衣装店、銀行等 

⑬ バスターミナル等  ⑭ 一般公共の用に供される自動車車庫  ⑮ 公衆便所 

⑯ 郵便局、保健所、税務署等 
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６ 特定施設の種類 

① 出入口  ② 廊下その他これに類するもの   ③ 階段   ④ 昇降機   ⑤ 便所 

⑥ 駐車場  ⑦ 敷地内の通路 

 

７ 判断基準の概要 

 基礎的基準 誘導的基準 

出入口 

①建築物の一つの出入口を車いすが通行できる 

ものとする 

 ・ 幅 80cm 以上 

 

②客席、売場等の出入口は幅を 80 ㎝以上とする。

①建築物すべての出入口を車いす使用者が円滑に利用

できるものとする  

・主要な出入口は自動扉とし、幅を120㎝以上とするとと

もに、他の出入口についても幅を 90cm 以上とする。  

②客席、売場等の出入口は、幅を 90 ㎝以上とする。 

廊下等 
①幅を 120 ㎝以上とし、一定区間ごとに車いす 

使用者が回転可能なスペースを設ける。 

①幅を原則として 180 ㎝以上とする。 

階 段 

①手すりを設ける。 ①両側に手すりを設ける。 

②幅 150 ㎝以上、けあげ 16 ㎝以下、踏面 30 ㎝以上とす

る。 

スロープ 
①手すりを設ける。 

②幅を 120 ㎝以上、勾配を 12 分の１以下とする。 

①両側に手すりを設ける。 

②幅を 150 ㎝以上、勾配を勾配を 12 分の１以下とする。 

昇降機 

①床面積の合計が 2,000 ㎡以上で２階建て以上の

ものには、原則として出入口の幅 80 ㎝以上、かご

床面積 1.83 ㎡以上、奥行き 135 ㎝以上、乗降ロビ

ー150 ㎝角以上のエレベーターを設ける。 

①２階建て以上の建築物に設ける１以上のエレベーター

は出入口幅 90㎝以上、かご床面積 2.09 ㎡以上、奥行

き135cm以上、乗降ロビー180cm角以上とし、その他の

エレベーターは基礎的基準のとおりとする。 

便 所 

①便所を設ける場合には、車いす使用者用便房を

当該建物に１以上設ける。 

②床置式小便器を当該建物に１以上設ける。 

①便所を設ける場合には、車いす使用者用便房を各階

の便房数の原則２％以上設ける。 

②各階の便所には、床置式小便器を１以上設ける。 

駐車場 
①駐車場には車いす使用者用の駐車スペース 

(幅 350 ㎝以上)を１以上設ける。 

①駐車場には車いす使用者用の駐車スペース 

(幅 350 ㎝以上)を原則として総数の２％以上設ける。 

敷地内の 

通路 

①幅を 120 ㎝以上とし、高低差がある場合には、 

スロープ等を設ける。 

①幅を 180 ㎝以上とし、高低差がある場合には、 

スロープ等を設ける。 
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２００５年　　月　日 時間 場所 内容

　４月１５日（金） １９：００～２１：００ ふくい県民活動センター 第１回研究会

　　　　　 ４月２８日（木） １８：３０～ ふくい県民活動センター 第２回研究会

　　　　　 ５月１８日（水） １０：００～１２：００ 福井県子どもＮＰＯセンター
第３回研究会について
会長・事務局打ち合わせ

　　　　　 ５月１９日（木） １０：００～１２：００ 市民協働推進課 第３回研究会について

　　　　　 ５月２０日（金） １８：３０～２１：００ ふくい県民活動センター 第３回研究会

５月３１日(火) 終日 なごやボランティア・ＮＰＯセンター 名古屋視察

６月５日(日) 終日
富山県民ボランティア
総合支援センター
上越市民プラザ

富山・上越視察

　　　　　 ６月　９日（木） １０：００～１２：００ 福井県子どもＮＰＯセンター
第４回研究会について
会長・事務局打ち合わせ

　　　　　 ６月１０日（金） １８：３０～２２：３０ 福井県子どもＮＰＯセンター 第４回研究会

　　　　　 ６月１４日（火） １３：００～１４：００ 市民協働推進課 協定書提出①

　　　　　 ６月１５日（水） １０：００～１１：００ 市民協働推進課 協定書提出②

　　　　　 ６月１６日（木） １０：００～１２：００ 福井県子どもＮＰＯセンター
第５回研究会について
会長・事務局打ち合わせ

　　　　　 ６月１７日（金） １０：００～１１：００ 市民協働推進課 協定書提出③

　　　　　 ６月２２日（水） １８：３０～２３：００ ナレッジふくい 第５回研究会

　　　　　 ６月２９日（水） １０：００～１３：００ 福井県子どもＮＰＯセンター
第６回研究会について
会長・事務局・市打ち合わせ

　　　　　 ６月３０日（木） えきまえKOOCANWS チラシ発送

　　　　　 ７月　２日（土） １７：００～２２：３０ 横濱商館 第６回研究会

　　　　　 ７月　６日（水） １５：００～１７：００ 福井県子どもＮＰＯセンター 会長・事務局打ち合わせ

１３：００～１５：００ えきまえＫＯＯＣＡＮ 会場設営

１８：３０～２２：００ えきまえＫＯＯＣＡＮ
会場設営（研究会）
第７回研究会

９：００～１２：００ えきまえＫＯＯＣＡＮ ブース掲示準備

１３：００～１４：３０ えきまえＫＯＯＣＡＮ オープニング

１４：３０～１９：００ えきまえＫＯＯＣＡＮ ふくい・ひと・まちＫＯＯＣＡＮ常設展示

７月１０日（日）
～１６日（土）

１１：００～１９：００ えきまえＫＯＯＣＡＮ ふくい・ひと・まちＫＯＯＣＡＮ常設展示

　　　　　 ７月１６日（土） １９：００～２２：００ えきまえＫＯＯＣＡＮ 第８回研究会

⑧「（仮称）ふくい市民活動センター」研究会　調査研究の経過

            ７月　８日（金）

            ７月　９日（土）

５月２８日(土)
～２９日(日)

京都・大阪視察
京都ＮＰＯセンター
大阪ＮＰＯプラザ

終日
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２００５年　　月　日 時間 場所 内容

１１：００～１４：００ えきまえＫＯＯＣＡＮ ふくい・ひと・まちＫＯＯＣＡＮ常設展示

１４：００～１７：００ えきまえＫＯＯＣＡＮ ワークショップ

１７：００～１８：００ えきまえＫＯＯＣＡＮ 撤収（研究会・事務局）

　　　　　 ７月２６日（火） １０：００～１２：００ 福井県子どもＮＰＯセンター
第９回研究会について
会長・事務局・市打ち合わせ

　　　　　 ７月２９日（金） １８：３０～２１：００ ふくい県民活動センター 第９回研究会

　　　　　　 ８月４日（木） １８：３０～２１：００ ふくい県民活動センター 第１０回研究会

　　　　　 ８月１６日（火） 福井県子どもＮＰＯセンター
第１１回研究会について
会長・事務局打ち合わせ

　　　　　 ８月２５日（木） １８：３０～２１：００ ふくい県民活動センター 第１１回研究会

　　　　　　 ９月４日（日） １０：００～１７：００ みやま町民交流館 第１２回研究会（臨時）

　　　　　　 ９月７日（水） １３：００～１５：００ 福井県子どもＮＰＯセンター
第１３回研究会について
会長・事務局打ち合わせ

　            ９月９日(金) １８：３０～２１：００ ふくい県民活動センター 第１３回研究会

９月１９日(月祝) １０：００～１７：００ 福井大学 第１４回研究会

９月２０日(火) １８：３０～２１：００ ふくい県民活動センター 第１５回研究会

９月２４日(土) １０：００～１５：００ 福井県子どもＮＰＯセンター
報告書提出について
会長・事務局打ち合わせ１

９月２８日(水) １０：００～１２：００ 福井県子どもＮＰＯセンター
報告書提出について
会長・事務局打ち合わせ２

１０月３日(月) １０：００～１２：００ 福井県子どもＮＰＯセンター
報告書提出について
会長・事務局打ち合わせ３

１０月４日(火)
１３：３０～１４：３０
　　  (予定)

福井市役所 報告書提出

↑視察写真
                ↑実験スペース
        ふくい・ひと・まちＫＯＯＣＡＮ写真

            ７月１７日（日）
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氏　名 所　属

会長 内田　桂嗣 （特）ふくい路面電車とまちづくりの会

コーディネーター 岸田　美枝子 （特）福井県子どもＮＰＯセンター

内山　秀樹 仁愛女子短期大学 生活科学科

木村　亮 福井大学 教育地域科学部　

清水　正一 みやま未来塾

高嶋　公美子 （特）ナレッジふくい

塚本　淳子 （特）日本ボランティアコーディネーター協会

堤端　充 （特）ふくい路面電車とまちづくりの会

マイク　ヨコハマ （特）スワングループ

山口　恭史
環境・ＣＳＲ・オペレーション
                   リスクマネジメント研究所

山城　優子 地域構想センター

山田　由美 朗読友の会

坂口　定之 市民協働推進課

上林　竜平 市民協働推進課

下田　祐一 市民協働推進課

岡嶋　優子 （特）福井県子どもＮＰＯセンター

奥谷　充子 （特）福井県子どもＮＰＯセンター

天方　元気 （特）福井県子どもＮＰＯセンター

会員

事務局

⑨「（仮称）ふくい市民活動センター」研究会　会員名簿
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⑩「（仮称）ふくい市民活動センター」研究会 会則 

 
（名 称及び事務局） 
第１条 本会は「（仮称）ふくい市民活動センター」研究会（以下研究会）と称し、 

事務局を特定非営利活動法人福井県子どもＮＰＯセンター（福井市順化２－

１－１）に置く。 
 

（目 的） 
  第２条 福井市市民協働の推進及び非営利公益市民活動の促進に関する条例（略称福

井市市民協働条例）に基づき、市民活動を総合的に促進する拠点施設の整備

運営等について、調査研究することを目的とする。 
 
（事 業） 
第３条 研究会は、前条の目的を達成するために、次に掲げる事業を行う。 
（１）「（仮称）ふくい市民活動センター」整備にあたって市民ニーズの的確な把握と

周知に関する事業 
（２）「（仮称）ふくい市民活動センター」の整備方法、財源、場所、機能、管理運営、

事業内容等必要な事項の調査研究 
（３）調査研究内容を報告書にまとめ市に提言 
（４）実験スペースの運営に関する事業 
（５）その他、目的を達成するために必要な事項 

 
（会 員）  
第４条 研究会は、第 2条の目的及び前条の事業の主旨に賛同した市民をもって組織

する。 
 

（役 員及び職 務） 
第５条 研究会に次の各号に掲げる役員を置く。 

(ア) 会長  １名 
(イ) コーディネーター １名 

２ 役員は研究会会員の互選より選出する。 
３ 会長は研究会を代表し、その業務を統括する。 
４ コーディネーターは、研究会の企画・運営・調査等を担当する。 
５ コーディネーターは会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代行する。 
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（任 期） 
第６条 研究会員及び役員の任期は、平成１７年４月１５日から平成１８年３月末日

までとする。 
 
（会 議） 
第７条 会議は、会長が招集する。 
２ 会議は、会員の過半数の出席をもって成立する。 
３ 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 
４ 会議における議決は、出席した会員の過半数の同意をもって決し、可否同数の時

は議長が決するところによる。 
 

（事務局） 
第８条 研究会の事務は、特定非営利活動法人福井県子どもＮＰＯセンターにて処理

する。 
 

（会 計） 
第９条 研究会の経費は、福井市負担金、その他をもって充てる。 

 
（その他） 
第１０条 この会則に定めるものほか、研究会の運営に関して必要な事項は、会議にて

協議し、決定する。 
 

この会則は平成１７年４月１５日より施行する。 
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あとがき 

 

 平成１７年３月４日、「（仮称）ふくい市民活動センター」設立研究会の発足のための準備会が

スタートした。準備会に参加したのは約２０名。本件を担当する市民協働推進課の職員、福井市

市民協働推進委員、そして市民活動に積極的に参加している方々。私もその１人だった。ただ、

その時はこれほどまでに大変な役割・困難な作業とは考えてはいなかった。 

 １回目の議論で大筋概要が読めた。私もＮＰＯの代表として４年間活動をしてきたが、市民と

行政との協働はこれからの地域社会にとって欠かせないスタイルだと実践を通じて経験していた

から、どうしてもこの研究会には力が入る。そして何よりも、他市、他県からも羨ましがられる

ほど居心地の良い、活き活きしたセンターをつくらなければならない。 

 

 ４月１５日、これまでの“準備会”から正式な第１回“研究会”が発足した。事務局をＮＰＯ

法人福井県子どもＮＰＯセンターに、コーディネーターを岸田美枝子氏に、そして研究会会員  

１５名の中から会長を小職が勤めさせていただくことになった。以降９月２０日まで約５ヶ月間

で、１５回の研究会、先進地の５施設（京都、大阪、名古屋、富山、上越）の視察、９日間に亘

る実験ブース、ワークショップ開催と当初の予定を済々と実行した。 

 

 しかしながら、問題は山積した。何しろ、研究会会員間でさえセンターのあり方の思いが違い、

基本的なことはもとより、細部での意見の衝突によりまとめの時間を要した。この意見の違いに

よる議論が肝要である。まさに、協働による産みの苦しみを経験しつつ、協働の場の拠点づくり

をしようとしているのである。 

 問題は他にもあった。時間との戦いである。研究会会員は大変お忙しい方ばかりである。日に

よっては、４名しか集まらなかった時もあった。そんな中、メールや事務局の素早い議事録作成

により会員間の情報の共有はなんとか保たれた。 

 研究会の会場にも配慮をした。子どもＮＰＯセンターさんの事務所、ナレッジふくいさんの事

務所、横濱商館さんの事務所、県民活動センター、みやま町民交流館、福井大学そして実験ブー

スのえきまえＫＯＯＣＡＮと、その時々の状況に応じて対応した。 

 

 今回の報告書は（仮称）ふくい市民活動センター設立に向けての第一歩に過ぎない。今後、セ

ンター設立のための課題は多くあると思うが、研究会での熱い議論を経た報告書の内容を最大限

活かされることを願わずにはいられない。 

 最後に、福井市市民協働推進課の３人の職員も毎回欠かさず参加され、行政と市民の協働を実

際に体験することができたこと、研究会の事務局としてご苦労をおかけした子どもＮＰＯセンタ

ーのみなさん、研究会に参加された会員のみなさんに大きなパワーをいただいたことに、こころ

から感謝申し上げます。 

平成１７年９月２６日 

 

 

                    「（仮称）ふくい市民活動センター」研究会 

           会長 内田桂嗣 
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